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観観光光産産業業ににおおけけるる広広域域的的エエリリアアへへのの経経済済波波及及効効果果調調査査検検討討（（中中間間整整理理））  
３．結果 

（１）周遊行動特性 
 ○ 陰陽間（山陽～山陰）にまたがって周遊行動している人

は、宿泊旅行者でも 25％にとどまり、また、公共交通利用

者のほうが、自家用車利用者よりも陰陽間周遊の比率が低

かった。（図３） 

 ○ 一方、交通手段によって立寄箇所数には大きな違いはみ

られないが、１箇所当たりの立寄時間は公共交通利用者の

方が長い傾向となった。 

 ⇒ 観光周遊行動の活発化に向けた陰陽間流動促進 
 ⇒ 公共交通利用者における移動制約の解消 

（２）周遊行動と消費行動との関係 
 ○ １旅行に占める総移動時間が長い人ほど、支払額が増加

する傾向にあるほか（図４）、立寄箇所数と支払額の間に

も相関がみられた。 

 ○ また、陰陽間にまたがった周遊行動を行っている人にお

いても、他の地域間、地域内周遊よりも支払額が増加傾向

にあった。 

 ⇒ 広域的な周遊促進による観光サービス産業活性化 

（３）周遊行動とニーズとの関係 
 ○ 今回の被験者からは、特に山陰側観光地において、来訪

した観光地周辺の施設、観光地への立寄希望が多かった。

一方、陰陽間での周遊を希望する人は少なかったものの、

宮島から石見銀山へのニーズ等もみられた。 

 ○ 立寄希望箇所へ行くための条件として、特に山陰側では

「直行する公共交通機関整備」、「観光地間を結ぶ道路網整

備」が多くあげられた。 

 ⇒ 観光圏の形成や陰陽間の周遊促進と交通網整備が課題 

（４）携帯電話によるデータ取得方法について 
 ○ 被験者からは操作の難易度が高いとの評価を得た。原因

として、ＧＰＳ測位不可能な時に支払、ニーズ等の即地

（時）的データの入力が困難であったことが影響した。 

 ○ 一方、紙ﾍﾞｰｽｱﾝｹｰﾄでは、特に周遊行動部分で未記入率が

高く、約 10％のｻﾝﾌﾟﾙは周遊行動類型化が不可能となった。 

 ○ ＧＰＳ携帯電話を活用した調査に対しては、高齢層ほど

協力意向が高かった。（図５） 
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図３ 利用交通手段別日帰り宿泊別周遊行動実態

１．調査目的 

（１）背景 
 ■中国地方の観光に関するサービス産業活性化に向けた視点 

  ・ 観光サービス部門の活性化に向けた観光客の滞在時間（日数）の増加とそれに伴う消費行動の促進 

・ 滞在時間の増加に向けては、一観光地での滞在時間の増加、中国地方全域での周遊行動の促進等が方策と

して考えられるが、特に周遊行動の促進に向けては、移動状況、消費状況とニーズとがどのように連動し

ているのかを把握し、ニーズへの対応方策の検討に資する調査手法の確立が重要。 

 ■観光に関するデータ取得の充実に向けた視点 

  ・ 地域への経済波及効果分析や観光地マーケティングのためには、詳細な周遊行動や属性別観光行動特性の

把握が必要であり、近年注目を集めている「携帯端末（GPS 携帯等）」を活用した、効率的かつ効果的な把

握方法を検討する必要がある。 

（２）本調査の実施目的 
  ① 中国地方における観光サービス産業の活性化に向けて、観光客の滞在時間を増加させるための方向性検討

に必要と考えられる、観光客の「周遊行動」、「消費行動」、「ニーズ」の３つのデータの現況把握を実施す

る。 

  ② 「周遊行動」、「消費行動」、「ニーズ」の３つのデータを連動して一元的に把握できる調査手法を実証実験

し、携帯端末等を活用した把握手法と従来のアンケート調査形式との比較検討を行いながら、効率的かつ

効果的な把握手法について検討する。 

  ③ 観光客の周遊行動、消費行動特性を整理するとともに、中国地方の観光サービス産業の活性化に資する「消

費行動促進方策」、及び「観光周遊行動促進方策」について、経済波及効果等の分析結果をもとに、提言と

して取りまとめる。 
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（１）調査検討フロー 
  ・ 本調査では、「広域的エリアでの観光客のニ

ーズ及び消費行動の把握手法の検討」と「観

光産業における広域的エリアへの経済波及

効果分析・検討」の２つの検討項目を設定し、

右図１に示すフローに基づき実施した。 

（２）実証実験の実施 
  ・ 「詳細な周遊行動実態」、「周遊行動、消費

行動、ニーズの連動」、「把握手法の有効性」

等に関するデータを取得するために、右図２

に示す調査体系に基づき、各種調査を実施

し、調査手法に関する実証実験を実施した。 

  【携帯端末を活用した調査：23 サンプル】 
   ① モニター携帯調査（注１） 

（出発前郵送配布、旅行後郵送回収） 
   ② 観光地来訪者携帯調査（注２） 

（現地配布貸出、旅行後郵送回収） 
  【紙ﾍﾞｰｽｱﾝｹｰﾄ方式による調査：523 サンプル】 
   ③ 観光地来訪者アンケート調査（注２） 

（現地手渡し配布、旅行後郵送回収） 
    注１：平成 19 年 12 月 15 日～平成 20 年 2 月 11 日まで実施 

    注２：平成 19 年 11 月 23、24 日に、５県９観光地、３国際線就航空港にて配布。 
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４．まとめ 

（１）広域的エリアでの観光客のニーズや消費行動等の効果的な把握手法について 
 ○ 広域的な周遊行動、消費行動、ニーズの３つのデータを収集することを目的とした場合、各調査手法の特性等

を考慮すると、ＧＰＳ携帯電話を活用した調査が望ましい。 
 ○ ＧＰＳ携帯電話の活用に向けては、協力意向の高い「高齢者にも配慮したわかりやすいシステム」、「極力操作

の少ないシステム」、「多くの被験者を集めるための謝礼や観光情報提供（双方向）システム」等の検討が必要。

（２）広域観光施策の推進方策ついて 
 ○ 中国地方での観光サービス産業の活性化に向けた「広域観光施策の推進方策」としては、現時点で流動量もニ

ーズも多い横のつながり（他ブロック間を含む）の充実や陰陽間の流動促進のための交通網整備が求められる。

①広域的なエリアでの観光客のニーズ及び消費
行動の把握手法の検討

中国地方の観光の現況 観光統計を取り巻く課題

　１）観光客から取得すべきデータの検討
　　（詳細な周遊行動、消費行動、ニーズ、把握手法の課題　等）

検
討
委
員
会
の
設
置
・運
営

　２）調査手法の検討
　　（調査対象者、携帯端末活用手法、有効性検討　等）

②観光産業における広域的なエリアへの
経済波及効果の分析・検討

　３）実証実験の実施
　　　（５県９観光地、３国際線就航空港で実施）

　１）消費行動及び経済波及効果の現況分析
　　（消費行動特性整理、取得データによる経済波及効果　等）

　４）データの集計・分析
　　　（周遊実態、消費行動実態、ニーズ、３データのクロス）

　２）観光客のニーズへの対応可能性の検討、
　　　及び広域観光施策の推進方策の提言
　　（現況消費行動、周遊行動に関するニーズ整理、
　　　ニーズへの対応方策実施による経済波及効果、
　　　広域観光施策の推進方策の提言）

　５）効果的な把握手法の検討
　　　（各手法のメリット・デメリットの整理、手法の役割分担、
　　　　観光統計の精度向上に向けた課題、機能拡張可能性）

報告書　とりまとめ

図１ 調査検討フロー 

携帯端末を
活用した

調査

①モニター
携帯調査

②観光地来訪者
携帯調査

アンケート
方式による

調査

③観光地来訪者
アンケート調査

携帯端末
（GPS）

携帯端末
（GPS)
（※１）

紙面アンケート

携帯端末
への入力

携帯端末
への入力

（※１）

紙面アンケート

携帯端末
への入力

（※２）

携帯端末
への入力

（※２）

紙面アンケート

紙面アンケート

紙面アンケート

紙面アンケート

紙面アンケート

紙面アンケート

紙面アンケート

調査項目別調査手法

周遊行動 消費行動 ニーズ 把握手法有効性 属性　等

※１：携帯端末貸与場所までの周遊実態、消費行動は、紙面アンケートによりフォロー
※２：即地（時）的なニーズは携帯端末へ入力、その他旅行全体を通したニーズ等は、紙面アンケートによりフォロー

【現地配布型調査】

図２ 実証実験の調査体系 
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備後都市圏拠点機能調査・研究のポイント(案)県境を越えた広域連携の可能性に関する調査研究

調査研究の目的と進め方 備後都市圏の地域像 拠点機能の強化方策

目 的

○備後都市圏が，中国地方の成長を牽引する拠点とな

るよう，人々や企業を惹きつける高次都市機能や産

業集積などの拠点機能の強化に取り組んでいくこと

が必要。こうした視点に立って，備後都市圏の拠点

機能の現状と課題及びその強化方策等について調査

・研究を行った。

○この調査・研究の結果は，国土形成計画の広域地方

計画への反映を目指すとともに，各構成機関におい

て，今後の施策展開に活用する。

対象地域

○備後都市圏については，現市町域での平成12年国勢

調査結果による通勤交流率に基づいて設定した一体

的な通勤圏の区域（下記10市町）とした。

三原市，尾道市，福山市，府中市，世羅町，神石

高原町，笠岡市，井原市，里庄町，愛媛県上島町

拠点機能の考え方

○拠点機能については，広域ブロックの発展を牽引す

る役割を果たす都市圏が備えるべき都市機能と定義

し，全国総合開発計画等における高次都市機能の考

え方などを踏まえ，次の３タイプに分類した上で調

査研究を進めた。

……産業拠点機能，産業①産業・経済的拠点機能
支援機能

……高次医療機能，高次②文化・社会的拠点機能
文化・スポーツ機能，商業・エンターテイメン
ト機能，情報発信機能，人材育成機能

…観光機能，交流機能③観光・広域交流拠点機能

調査・研究の進め方

○平成19年１月に「備後都市圏拠点機能強化検討協議

会」を設置し，調査・研究の目的や進め方等につい

て，認識の統一を図り，その後，別に設置したワー

キンググループにおいて，備後都市圏における拠点

機能の現状分析と課題抽出に主眼を置いて調査・研

究を行った。

広島

岡山県南
備後

鳥取東部鳥取中部

中海東部

島根東部

島根西部

邑智

津山

備北

岩国

山口中央

周南
宇部

下関市

圏域名

人口(平17)
製造品出荷額等(平16)

備後都市圏の拠点性に関する実態と住民・企業ニーズ

○拠点都市圏として，中国地方の発展の牽引，機能強化への各市の一体的取組が必要

○機能配置の分散（各市の役割分担）とともに，福山市に諸機能，府中市等にものづくり，尾道市
に観光等の拠点性を期待

○産業面では研究開発やものづくり，生活・文化面では高次医療・福祉や高等教育・人材育成など
の機能強化を期待

中国地方で広島・岡山に次ぐ第３位の規模

ものづくりを中心とする産業拠点性

交通・物流や広域観光の拠点ポテンシャル

備後と広島・岡山県南の比較
製造品出荷
額等(平16)人口(平17)

(人,倍) (億円,倍)
910,449 32,789備後
2.15 1.33広島
1.75 1.68岡山県南

（注）広島・岡山県南の値は，備後
と比較した指数(倍率)

〈各市の主な役割〉

備後都市圏の地域像

交流と変革により発展する拠点都市圏

陸・海・空の交通・物流拠点
東西の山陽自動車道と南北の瀬戸内しまなみ海道及

び中国横断自動車道尾道松江線が交差し，複数の新幹
線駅，福山港・尾道糸崎港，広島空港が立地する交通
結節点としての特性を活かして，中四国地方の広域交
通の要衝，広域物流の拠点としての役割を果たす

ものづくりイノベーションの先導地域
ものづくりを中心とする産業拠点性，上場企業やオ

ンリーワン・ナンバーワン企業を生み出す革新的な産
業風土を活かして，ものづくりを核にサービス産業等
とも融合しつつ新商品・新事業・新企業・新産業を創
出し，広域的な経済循環の拠点の役割を果たす

広域観光・地域交流の拠点
中四国地方の中心に位置する県境地域としての地理

的位置や広域交通の利便性と，多彩で個性的な観光資
源を活かした広域観光の拠点としての役割を果たすと
ともに，県境を越えた行政の連携を始めとする備後都
市圏内外の地域連携を活発に展開する

尾道市
○交通・物流
○観光・交流

三原市
○交通・物流
○ものづくり

笠岡市

○ものづくり

府中市

○ものづくり

井原市

○ものづくり

福山市

○総合的な拠点

拠点機能を支える都市基盤の整備

○備後都市圏内ネットワークの強化

○広域的な交通ネットワークの強化

○グローバルゲートウェイ機能の強化

○備後都市圏中心地区の高度化

○情報通信基盤の整備

○新たな産業団地の整備

産業・経済的拠点機能の強化方策

○産業支援体制の強化

○研究開発機能の強化と産学官連携・企業連携の促進

○産業人材の確保・育成支援

○販路開拓への支援

○多様な資金供給体制の構築

○地域資源を活用した産業の振興

○海外を含めた圏外活力の誘引

文化・社会的拠点機能の強化方策

○高次医療・福祉機能の強化

○高次文化機能の強化

○高次スポーツ機能の強化

○高次商業・エンターテイメント機能の強化

○高次人材育成機能の強化

○高次情報発信機能の強化

観光・広域交流拠点機能の強化方策

○観光資源等の整備・充実

○新たな観光等の推進

○広域観光の推進

○観光情報等の発信

広域連携の推進による拠点性･一体性の向上方策

◇備後都市圏の一体性を高め広域連携を円滑に進める

「広域連携推進体制の整備」 「拠点機能をため と，

を重点的に推進支える都市基盤整備の連携」

広域連携推進体制の整備
備後都市圏の行政や経済団体等の広域連携推進

組織を設置し，拠点機能強化等に向けた広域連携
事業を検討

◇このような条件整備に併せて，拠点機能の強化につ

ながる広域連携事業等を推進

【広島県資料２／４】
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科学技術基本計画,技術戦略マップ 新産業創造戦略 成長産業・技術分野 中国地域産業クラスター計画
－ ○健康・福祉・機器・サービス ○医療・福祉機器分野①医療・福祉機器分野

○ライフサイエンス － ○バイオ分野②バイオ分野
（ ）○情報通信 ○情報家電 ○部材・加工分野 電子・電気部品関連③電子機器部材・加工分野

○ナノテクノロジー・材料 ○コンテンツ ○ＦＰＤ関連分野④ＦＰＤ関連分野
○社会基盤

－ ○先端的部材・加工分野
○フロンティア

⑤輸送機械部材・加工分野

○ものづくり技術 ○ロボット ○機械システム分野⑥機械システム分野
○資源循環分野
○エネルギー分野

○環境 ○環境・エネルギー・機器・サービス
⑦環境関連分野

○環境浄化・修復分野
○エネルギー ○燃料電池

－ ○ビジネス支援サービス

県境を越えた広域的視点，グローバルな視点に立った有望産業・技術分野の優位性・特色

「イノベーション創出と産業振興のための連携」の概要（案）県境を越えた広域連携の可能性に関する調査研究

調査の趣旨・手法 成長産業・技術分野の設定
○地域の持続的成長のためには，広域的視点に立って産業集積を活かしたグローバルな競争
力強化と新産業の育成が不可欠

○そこで，国及び中国ブロックにおける産業・技術政策を参考に今後の成長産業・技術分野
（右記７分野）を設定した上で，広島県及び隣接圏域における産業集積，研究開発機能，
市場シェアの高い中核企業の拠点立地の状況から有望産業・技術分野を抽出

○有望産業・技術分野について，県境を越えた広域的視点及びグローバルな視点から，産業
・技術の優位性・特色を検討

○さらに，広域連携により広がる可能性及び連携推進のために必要な環境整備について検討

成長産業・技術分野の産業集積，中核企業の拠点立地等の状況（有望分野の抽出）
医療・福祉機器 バイオ 電 子 機 器 ＦＰＤ関連 輸送機械部材・加工 機械システム 環境関連

資源循環 環境浄化･修復医療機器 治療系 部材・加工 自動車 造船 航空機 部材・加工 産業用機械 工作機械等福祉機器 機能性食品 バイオマス交通システム 水素･太陽光
医療用器械器具 6.2% 医薬品製剤 5.6% 無線通信機器 10.9% 他のプラスチック製品 24.3% 生産台数 14% 船舶製造･修理 50.9% エンジン部品等 13.1% 電車部品等 16.5% 研削と石 29.8% 食品機械 13.1% プラスチック加工機械 13.6% 環境装置 13.1%工業出荷額国内シ x x ( ) x x

集積回路 8.9% プラスチックフィルム 11.0% アルミダイカスト 22.4% 印刷･紙工機械 23.8% 圧延機械 30.3%ェア(製造業計8.8%)

医療用医薬品 国内8% 携帯電話端末 国内20% 偏光板 世界74% 乗用車 国内6% 造船 世界21% ＰＡＮ系炭素繊維 世界60% 他の特殊産業機械 12.5% プラスチック射出成型機 国内11% 多結晶シリコン 世界18% 排煙脱硫装置 世界15%世界・国内市場 - - - - - - -
ＤＲＡＭ 世界10% 同保護フィルム原料 世界80% 軽自動車 国内9% 造船 国内60% ※有力企業の拠点工場 ※有力企業の拠点工場 ホットコイル 国内41% 化学機械 15.5％ ※世界唯一の水素ＲＥ自 水処理膜 世界有数シェア上位企業
ＮＡＮＤ型メモリ 世界5% ＰＶＡ偏光フィルム 世界85% タイヤチューブ 国内48% (３カ所)が立地 (２カ所)が立地 厚鋼板 国内36% 他の一般産業機械 9.7% 動車メーカー，燃料電
リードフレーム材 世界17% 反射防止フィルム 世界55% ＡＢＳ樹脂 国内24% 池及び太陽電池シリコ
多結晶シリコン 世界18% カラーフィルター 世界49% 合成ゴム 国内34% ン有力メーカーの拠点

ＰＤＰ用ガラス 世界55% 板ガラス 国内18% 工場が立地
バックライト 世界39% アルミ圧延品 国内15%

半導体
部材・素材
製造装置・加工
電子機器ユーザー
研究開発機能

半導体関連

アジアを代表する

生産・研究開発ゾーン

ＦＰＤ
部材・素材
製造装置・加工
電子機器ユーザー
研究開発機能

光学フィルム等ＦＰＤ関連

次世代ＦＰＤを支える高度部材等の
生産とその応用・活用の可能性

自動車
造船
航空機
交通システム
研究開発機能

輸送機械

自動車・新交通システム
及びエンジニアリング技術の拠点

炭素繊維
その他部材・素材
研究開発機能

炭素繊維等の部材・加工

炭素繊維等次世代高度部材の
世界的な生産拠点

印刷・紙工機械
食品加工機械
化学機械・装置
農業機械
研究開発機能

特定産業機器

オンリーワン企業の多い
特定産業機器の集積

工作機械・ロボット
生産ライン・プラント
省力化機器・システム等
研究開発機能

生産プロセス・制御技術

生産プロセス・制御技術の集積と
コンピューター技術者の活用

水素エンジン・燃料電池
太陽電池
部材・素材
水素供給・太陽光
発電システム
研究開発機能

水素・太陽光

新エネルギー社会構築の先導地域

環境浄化機器･製品
環境浄化技術･ｼｽﾃﾑ
ﾘｻｲｸﾙ機器･ｴｺ製品
ﾘｻｲｸﾙ技術･ｼｽﾃﾑ
研究開発機能

環境保全技術

国立公園と共存する
環境浄化・リサイクル技術の蓄積

※市場シェア上位企業は，上位５社のうち対象地域に生産拠点を置く企業のシェア合計値

広域連携により広がる可能性

【産業融合によるイノベーション】

○高度部材産業等とユーザー産業の
連携による相乗的イノベーション

・炭素繊維複合材料の用途開発

・ロボット・制御技術を活用した高度な
生産システムの開発 等

○異業種間連携によるイノベーショ
ンの誘発

・家具産業とＦＰＤ技術の融合など生活

空間創造産業の高度化
・新エネルギー・環境エンジニアリング

の活用 等

【多面的な拠点性の発揮】
○生産拠点の集積を活かした産地型
メッセ・コンベンションの展開

○技術・技能を支える人材育成拠点

の形成

○国際的な環境技術協力の拠点性

連携のための環境整備

【連携基盤の強化】

○グローバルゲートウェイの機能強
化

○高速交通網の強化

【都市機能の強化】

○研究開発機能の強化

○メッセ・コンベンション機能の強
化

○専門的人材育成・高度教育機能の
強化
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                     県境を越えた広域連携の可能性に関する調査研究「中山間地域と中小都市の連携」の概要（案）                 【広島県資料４／４】 
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新見市
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哲多町
東城町
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庄原市

三良坂町
三次市高宮町

吉田町
豊平町

加計町戸河内町

湯来町

筒賀村

佐伯町

吉和村

六日市町
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備前市
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熊山町
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八束村
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奥津町
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智頭町
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国府町

郡家町

若桜町
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本郷村
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中山町
赤碕町

東伯町
大栄町
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海士町

西ノ島町

西郷町

布施村五箇村

都万村

調査の趣旨・手法 

○中山間地域における住民の交流実態から、実態として形成されている市町村境や県境を越えた｢生活圏｣の実態

を把握し、各種社会サービスのより効率的な提供に向けた対応方策について検討 
○中国地方の県境隣接市町村の交流実態を把握し、県境を越えた交流が盛んな地域をモデル圏域として設定 
○モデル圏域の各種社会サービスの現状と交流実態について各種統計等を整理するとともに、関係市町等へのヒ

アリング調査を実施し、課題などを把握 
※本調査における中山間地域とは、中国地方各県によって設定された定義に従い指定された地域に該当する市町村とする。 
 

中国地方の中山間地域の現状 

○ 中国地方の県境隣接市町村の県境を越えた交流実態 

・通勤、医療、買物の複数分野で交流が活発な地域 

：松江市・安来市の一部と米子市・境港市の一部、笠

岡市・井原市・里庄町と福山市、大竹市と岩国市・

和木町、三次市と飯南町・邑南町・美郷町の一部、

庄原市東城町と新見市哲西町 等 

・通勤、医療、買物の個別分野で交流が活発な地域 

通勤：益田市と萩市の一部 等 

医療：広島市と浜田市・益田市・邑南町 等 

買物：倉吉市と真庭市・鏡野町の一部、邑

南町と北広島町、津和野町と山口

市、浜田市と北広島町の一部 等 

○中国地方における県境を越えた交流の活発な地域  

（中山間地域において県境を越えた交流が活発な地域【モデル圏域の設定】） 

・中山間地域において県境を越えた交流が様々な面で活発なのは、広島県の備北地域とその隣接市町 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
モデル圏域の現状と交流実態 

○ モデル圏域人口の現状と将来 

・平成 17 年の総人口は 18.5 万人で高齢化率は 34.1％。平成 12 年からの人口減少率は 5.6％。 

・各市町の将来人口は、各市町とも減少し、最も人口規模の大きい三次市でも平成 37 年には 4.5 万人に減少。 

・平成 37 年の高齢化率は日南町、美郷町、邑南町で 50％を超える。 

○ モデル圏域における各種社会サービスからみた交流実態 

分野 交流の状況 交流地域等 

通勤 活発 
・三次市と飯南町、美郷町、邑南町 
・庄原市と新見市 

買物(最寄品) 活発 
・三次市と飯南町、美郷町、邑南町 
・庄原市と新見市 

買物(買回品) 活発 ・三次市と飯南町、美郷町、邑南町 

医療(軽症) 活発 
・三次市と飯南町、美郷町、邑南町 
・庄原市と新見市 

医療(重症) 活発 ・三次市と飯南町、美郷町、邑南町 

交通関連 部分的に乗り入れ 
・日南町と奥出雲町
・三次市と飯南町、美郷町、邑南町 

教育関連 ほとんどない ・高校で若干あり 

社会福祉分野 ほとんどない ・通所施設の場合 

環境関連 － 
・リサイクル等で広域処理(民間委託) 

の事例あり 
情報通信 － ・主に市町単位で対応 

地域産業 － ・市部に産業が集中 
 

県境地域における広域連携の課題と今後の広域連携の可能性 (課題解決に向けた方策) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 中国地方の県境隣接市町の県境を越えた購買行動 

【最寄品】（平成 14-15 年） 

教育分野 
・児童・生徒数の減少に応じた教育
施設の再編の必要性 

 
 

 
・児童・生徒数の減少に応じた教育
施設の再編を広域的に検討 

 
 
 
 

医療分野 
・医療計画、医療圏は各県内を対象
として策定 

 
 

 
・二次医療圏間の連携体制の強化検
討 

 
 
 
 

交通分野 
・県境、市町村境を越えたバス路線
の運行が少ない 

・中国横断自動車道尾道松江線完成
後に予想される交通環境の変化 

 
・行政区域を越えたバス路線の設定
を地域の生活実態に即し検討 

・中国横断自動車道尾道松江線完成
後の交通環境の変化に対し、対応
策を早期に検討 

情報通信分野 
・総務省の「次世代ブロードバンド戦略

2010」において、平成 22 年度までにブ

ロードバンド世帯率 100％を達成 

・デジタルテレビ放送への移行による県

内・他県放送局の視聴困難の可能性 

 
・条件不利地域への情報通信基盤整 
備を促進 

・関係機関の連携の下、円滑なデジ
タルテレビ放送への移行促進 

産業分野 
・新たな地域産業の育成が必要（地
域資源、森林資源、道の駅、広域
観光等） 

 
 
 

 
・未利用森林資源等を活用したニュ
ービジネス創出に向けた産学官連
携の推進 

・道の駅を核とした交流の促進（観
光ルートの形成等） 

生活実態に即した行政サービスの提供 

・行政的な枠組みにとどまらない、
住民の交流実態 

 
 
 
 

 
・住民の交流実態に即した行政サー
ビスの提供が可能となる連携の仕
組みづくりを検討 
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図 医療（軽症）の場合の行き先 
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：中山間地域と過疎地域に指定されている
地域 

：中山間地域に指定されているが過疎地域
には指定されていない地域 

：過疎地域に指定されているが中山間地域
には指定されていない地域 

図 中国地方の中山間地域と過疎地域の範囲 
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図 モデル圏域 
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中国地域におけるサービス産業の振興に関する調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１．調査目的 

広域地方計画策定の検討に際し、中国地域におけるサービス産業のイノベーション及び生産性向上につながる取り組みを多く

輩出・支援していくための手法や求められるコーディネート人材等を調査検討するとともに、これらを体系的に支援していく手

法・体制を支援機関との連携により、検討・評価する。 
２．調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．結果（中間報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１ 調査概念図 

(3) 支援手法・人材・体制な

どの検討・とりまとめ 

 ①支援手法の整理･検討 
 ②人材･組織の整理･検討 
 ③既存支援組織の活用、組織

間の連携方策の検討 
 
調査委員会 

(1)中国地域におけるサービス産業実態の調査（8分野） 
    
①基礎データの把握            
②先進事例の成功要因・課題等の取りまとめ 
③大学等の工学的手法・技術シーズの把握  
④規制緩和と官製市場の状況把握      

(2) 新規参入に繋がるモデル

手法の分析･提案 

 ①ﾓﾃﾞﾙ手法のトライアル 

 ②先進事例ヒアリング  

＜対象分野＞ 
「観光・集客」「健康・福祉」「育児支援」

「コンテンツ」「ビジネス支援」「流通・物

流」「高齢者生活支援」、「農林業支援」 

 

国 各県・市町村 

公的機関 

 企業、経済団体、業界団体、 
 中国ニュービジネス協議会等 

産 

学 

官 

中国地域における産学官連携によるサービス産業の振興 
  ①サービス産業のイノベーション、生産性向上 
  ②官製市場の民間開放（ＰＦＩ、ＰＰＰ等）の推進による新たなサービス産業の創出 
  ③ＣＢ（コミュニティビジネス）の支援による地域課題解決型サービスの推進 
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国の経済成長戦略（※） 

※国の経済成長戦略・・・『サービス産業の生産性を抜本的に向上させることにより、製造業と並ぶ「双発のエンジン」を創る』

図表５ サービス産業のイノベーション及び生産性向上、官製市場の民間開放のイメージ図 
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ＰＦＩ／ＰＰＰ 
推進協議会 

産学官連携によるサービス産業支援
プラットホームの形成 

（企業） 

・経営者の意識改革 

・コーディネータ等、外部人材の 

 活用 

・文系大学との共同研究 
・製造業ノウハウの活用の検討等 

図表４ 今後の方向性・対応策（案）

（行政等の支援機関） 

・支援機関のサービス業担当部門の充実 

・組織横断的な人材バンクの形成 

・支援機関等に対する評価方法の確立 

・サービスの開発、取り組み段階からのコーデ

ィネータ等による経営支援・マーケティング

支援の充実 

・成功事例の紹介(域外・海外事例を中心に) 
・製造業ノウハウの活用の検討 

４．まとめ（アウトプットの方向性） 

＜先進事例 
   の成功要因＞ 
・関係者の強い熱意 
・ＩＴ活用 
・公的な支援の活用 
        等 

＜イノベーション、生産性向上の課題＞（委員会等での意見） 
・顧客満足度の向上と従業員のスキルアップ 
・公的な支援の活用（専門的派遣人材の増強・能力向上） 
・マッチング機能強化によるサービス向上と管理業務の合理化 
・インターネット経由の連絡、情報提供機能の強化 
・商品機能の拡大サービスに向けた大学との共同研究 

＜取組の目的＞ 
・サービス提供の効率化・コスト削減 
・顧客・利用企業との接点強化 
・コアとなる事業の高度化・差別化 等 

＜取組の背景＞ 
・ユーザーニーズの多様化 
・コスト削減等の社内的なニーズの拡大 
・経営者の意識 等 

図表２ サービス業のイノベーション、生産性向上の課題と意見等 

＜取り組む場合の問題点＞(アンケート)
・時間・人員の余裕がない(69.6％) 
・具体的なアイデアがない(25.4％) 
・資金的な余裕がない(23.2％) 
・商慣行、規制等の制約(20.3％) 
・人的ﾈｯﾄﾜｰｸが乏しく適切な助言が不足(16.7％)

＜PFI等の課題＞(アンケート、複数回答) 

・行政側の推進体制の未整備(63.3％) 
・民間事業者の選定の難しさ(51.7％) 
・行政側の認識不足(45.0％) 
・周辺に民間事業者がいない(36.7％) 

＜民間委託の問題点＞(アンケート、複数回答) 
・委託先の処理能力が不安(50.0％) 
・どの業務を委託すべきか判断が難しい(39.1％) 
・委託先が近くにない(26.6％) 
・内部のﾉｳﾊｳがなくなり将来不安(25.0％) 

図表３ 規制緩和と官製市場の課題等 

有識者の意見 

＜官製市場の課題と意見＞（委員会等での意見） 
・官のBPRの推進、官製市場の県外業者への開放、徹底した情報公開と民間業者の裁量余地の拡大、等 

（官製市場） 
・県内事業者・県外事業者が協力して事業を
 推進する仕組みづくり 
・官のBPRの推進と情報公開、民間業者の裁
 量余地の拡大 
・自治体の属性（人口規模、財政事情、公共
 施設の整備状況）によるセグメント分けと
 セグメント別の方向性の検討 

ﾓﾃﾞﾙ手法、先進事

例の普遍化の可

能性検討 

支援手法等の現状 
把握と求められる 
支援策の検討 

中国地域の現状、課題等の把握 

ｻｰﾋﾞｽ産業のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・
生産性向上 

官製市場の民間開放へ
の新規参入 

・サービス産業のイノベーション及び生産性向上、官製市場の民間開放を推進するためには、標準化やノウハウの共有を行うた
 めの場づくりが有効である。そこで、既存組織の有機的な連携によるプラットホーム（図表５を参照）を形成することにより、
 中国地域における以下の取り組みを加速させる。 
   ①サービス産業のイノベーション、生産性向上 
   ②官製市場の民間開放（ＰＦＩ、ＰＰＰ等）の推進による新たなサービス産業の創出 
   ③ＣＢ（コミュニティビジネス）の支援による地域課題解決型サービスの推進 
・企業や支援機関等において求められる方向性や対応策（案）は図表４のとおり。 

・品質基準の定義、製品への真面目な取り組みと提供製品の 
 特徴等の明確化 
・地域資源の利用 
・中堅・中小企業同士の緩やかな連携（域際的な連携） 
・ＣＢ（コミュニティビジネス）の振興 等 

目標 

企業アンケー

トより 

企業アンケート等より 

・・・太枠囲みは、既存の組織または人材

-７-



委員会名簿

氏　　名 所　　　　　属　・　役　　　　　職

委員長 中村　良平  岡山大学 大学院　社会文化科学研究科　教授

委員 堀　信明  周南マリコム（株）　代表取締役
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委員 西内　幸男  （独）中小企業基盤整備機構　中国支部 企画調整部長
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地域資源を活用した新事業創出に関する調査 ３．結果（中間報告） 

(1)３つのモデル地域における事業化の方向性（案） 

３つのモデル地域において、以下に示すような地域資源を活かした広域連携による事業展開が期待さ

れる。  
①中海・宍道湖・大山地域（鳥取県・島根県） 
・体験型観光の推進（鳥取県西部～島根県東部） 
・日本風景街道 レーク街道（鳥取県米子市～島根県出雲市） 
・水産資源を活用した新製品開発（鳥取県米子市・境港市） 
・水産資源を活用した地域観光の魅力向上（鳥取県西部～島根県東部） など    
②大山・蒜山地域（鳥取県・岡山県） 
・奥大山ブランドづくり（鳥取県江府町） 
・大山ブランドの商品開発（鳥取県西部） 
・林産資源（バイオマス・木材）を核としたまちづくり（岡山県真庭市） など 

   
③石見・広島・山口地域（島根県・広島県・山口県） 
・石見銀山を核とした広域観光・「食」のブランド化（島根県大田市他） 
・石見銀山にちなんだ特産品開発（島根県大田市他） 
・古民家を活用した街並の維持と地域活性化（島根県大田市他） など 

 
(2)市町村間広域・国と市町村間・国の省庁間の連携モデル（案） 

近隣の自治体・企業等との連携により人材、地域資源、技術等を補い、関係府省庁の施策も活用しつ

つ事業を推進する方策の視点としては、以下のものが想定される。モデル地域の事例等について事業化

に向けた方策を具体的に検討する。  
①地域資源の発掘・把握 
・地域外からの視点による地域資源の発掘とプログラム化 
・地域資源の発掘と事業化を推進する人材の育成  など 

     
②商品・サービスの企画・開発 
・専門家による商品・サービス・マーケティングの支援 
・研究開発、製品開発に対する技術的指導  
・広域連携による滞在型観光圏の創造と体験型観光の展開 など 
  
③事業化（生産・供給体制の確立～販路拡大・ブランド確立） 
・連携による生産体制の確立と販路開拓、ブランド化 など 

 

１．調査目的  
中国地域は、有望な地域資源（伝統技術、特色ある農産物、自然、景観、建造物等）を有しながらも、

単独の市町村内では企業、人材、技術等の不足から、これらの資源が産業創出に有効に結びついていない

状況がみられ、産業創出を支援する方策が求められている。 
 本調査は、このような背景のもとに、市町村の産業振興に関する取組実態を把握し、県及び国との役割

分担を明確化し、地域資源活用に関して広域での企業、行政、団体等多様な主体の連携による新事業創出

に関する取組方策を明らかにすることを目的とする。  

２．調査方法 

(1)市町村の産業動向の把握 

市町村別の産業、人口等の基礎的な統計データを分析し、中国地域の特性、産業動向を整理。 

(2)市町村の産業振興の取組の現状把握 

アンケートにより市町村の産業振興の体制、計画策定状況を把握するとともに、独自施策・事業、地

域資源を活用した取組、農商工連携の取組の状況を把握。 

(3)モデル地域における連携体制の検討 

県をまたぐ３つの広域モデル地域を選定して地域資源の活用状況を把握し、新事業創出に向けた連携

体制の構築を検討する。（全国事例の成功要因も参考とする。） 

(4)連携体制による地域資源を活用した事業化方策の検討 

上記の連携体制による事業化の具体的方策を検討する。（他省の施策も参考とする。） 

(5)市町村間広域、国と市町村間及び国の省庁間の連携体制モデルの提言 

近隣の自治体・企業等との連携により人材、地域資源、技術等を補い、その際に関係省庁の施策を活

用しながら事業を推進する方策を検討し、他地域にも適用可能な提言を行う。 
 

図表：調査の流れ 
 

 

(5)市町村間広域、国と市町村間及び国の省

庁間の連携体制モデルの提言 

地域資源を活用した新事業創出に

活用可能な他府省施策の整理 
(4)連携体制による地域資源を活用した

事業化方策の検討 

 (2)市町村の産業振興の取組の現状 
（振興策、地域資源活用の取組等）

(1)市町村の産業動向の把握 
（事業者、人口流動等） 

(3)モデル地域における連携体制の検討

（ケーススタディ：中海・宍道湖等）

地域資源を活用した新事業創出の

成功要因の分析 

 

４．まとめ（アウトプットの方向性） 

本調査では「地域資源の活用と域内連携による産業創出」について、地域資源活用の観点から、①地域

資源の発掘・把握、②商品・サービスの企画・開発、③事業化（生産・供給体制の確立～販路拡大・ブラ

ンド確立）の３つの段階に分けて、全国事例の分析も参考に、想定される課題と解決に向けた連携の方向

性を検討した。 
中国圏域内における広域連携による地域資源を活用した事業化を進めるためには、関連する団体等が力

を結集できる明確な目標の共有、継続的な取組を展開するための体制（中核機関）の確立、これをリード

するキーパーソンの存在が重要である。このような視点を盛り込み、中国圏における広域プロジェクト事

業を展開するための具体的な方策をステージごとに整理、検討する。 

●市町村間広域・国と市町村間・国の省庁間の連携モデル（案） 

①地域資源の発掘・把握 ②商品・サービスの企画・開発 ③事業化 
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瀬戸内海地域の交流連携のあり方調査検討 (2) 物流実態調査・アンケート調査等による物流特性と問題点

１．調査目的 【各種統計調査】
瀬戸内海地域の産業集積及び広域的な物流実態の調査を行うことにより、産業集積間の連携や物流面での問題点を把握し、・瀬戸内海地域は物流量が比較的大きく（岡山は全国 11 位、山口 13 位、
瀬戸内海地域における効率的な物流と経済循環を高める方策の検討を行う。 広島 14 位、愛媛 23 位、香川 25 位)、海運のシェアが大きい地域。

・H13 ～ H18 で全国の輸出は 1.5 倍増だが、中国圏・四国圏ともに各 1.9
２．調査方法 倍増と、経済のグローバル化の流れに乗り、国際物流が急増。
(1) 産業集積の実態調査 【アンケート調査】
・産業集積の設定 ・製品出荷の相手地域として物流上の問題の大きい地区は、大市場であ

工業統計による工業地区を基に、一定以上の製造品出荷額を有し、日常的交流が可能なエリアの産業集積を抽出する。 る関東・近畿・中部等の大都市圏と九州であり、今後の輸送見通しも
・特徴ある産業の把握 大きな増加が見込まれている。これらの地域との主たる問題として高

産業集積毎に、特化係数や製造品出荷額により集積業種を抽出し、生産性、付加価値生産性、従業者構成比、出荷額の全 速道路の料金問題があげられている。当該地域は、瀬戸内地域から
国シェアの動向などから、集積業種の競争力や成長性の分析を行う。 200km ～ 1,000km の位置にあり、高速道路利用率も高く、コスト低減

対策が大きな課題。
(2) 産業集積間の取引と物流実態等に関するアンケート調査 ・海外は対アジアを筆頭に欧州・北米の順で増加が見込まれており、航
・産業集積における主要企業（従業員 30 人以上の製造業事業所）約 4,700 社にアンケート調査を実施。 路充実、時間短縮、大量輸送などの対応が望まれている。
・従業員 300 人以上の大企業については面接による配布回収、その他は郵送による配布回収で実施。 ・瀬戸内海地域・中国圏内では、対広島の物流問題が相対的に大きく、
・有効回収率は事業所数ベースで 17.6%、製造品出荷額ベースでは 31.0%。 今後の輸送の伸びも比較的大きい。

・瀬戸内海・中国圏では産業集積毎に物
(3) 物流実態調査 流の問題性の様相が異なる。
・全国貨物純流動調査により出荷先別・品目別・輸送手段別物流量などを把握。外国貿易年表・港湾統計により港湾別・相 例えば、岡山倉敷地区では、問題の

手国別・物流量の動向等を把握し、瀬戸内海地域の物流実態や特性を整理する。 大きい地区は、関東・近畿などの大都
・ヒアリング調査等により、素材型産業集積地区、加工組立型産業集積地区等における物流に対する企業ニーズを把握し、 市圏と北海道東北で、主たる問題は高

フォワーダー、キャリアに対するヒアリング等により、物流面での具体的な問題把握を行う。 速道路料金の高さ。また、自都市圏内
では幹線道路の不便性が指摘され、対

(4) 産業集積内・産業集積間における経済循環の実態把握 四国では本四架橋の料金の高さが指摘
・アンケート調査等を活用して、産業集積を対象とした「産業連関表」の作成を行い、集積間の経済循環の実態を把握する。 されている。今後輸送量が増加するの

は国内大都市圏と海外(アジア、欧州、
(5) 効率的な物流形態の検討 北米)等が想定されている。
・産業集積における物流の競争力、産業集積地間の物流実態と問題点、今後の物流の見通しなどについて分析する。 (注)同様の分析を瀬戸内海の他地区、山
・産業集積間の物流特性を踏まえた物流高度化の方向について検討する。 陰の産業集積でも実施する予定。

(6) 経済循環を高める方策の検討 (3) 産業集積間における経済循環の実態
・アンケート調査を活用して、域内循環を行っていない理由、企業間交流の程度を把握し、物流実態と関連づけた分析を行 把握

う。・産業集積間の経済循環を高める方策について検討する。 ・中国圏の基幹産業である基礎素材製品（構成比が 44.0%で対全国特化係数は 1.55)の調達に注目して瀬戸内海地域における産業集積間
の取引をみると、距離が近いこともあって瀬戸内海地域の中から調達している基礎素材製品のウエイトはその生産規模に比して高い。

３．結果(中間報告) 特に、備後、広島、周南、山口･宇部･下関、松山の各産業集積は瀬戸内海の他の集積地から基礎素材製品を調達している比率が高い。
(1) 産業集積の抽出 ・ただし、瀬戸内海地域のどの産業集積においても、瀬戸内海地域の中で調達する基礎素材製品の金額を、関東、近畿等、中国・四国外
・瀬戸内海地域として①岡山・倉敷、②備後、③広島、④周南、⑤山口・宇部・下関、⑥高松・坂出、⑦今治・東予、⑧松 からの調達額が大きく上回っている。このため、基礎素材製品のグローバルな競争力を高めることに加え、今後域外に流出している需

山の 8 地区、加えて中国圏内での経済循環を考慮して、⑨鳥取、⑩米子・松江・出雲地区の 2 地区を抽出した。 要を取り込み、地域産業の所得創出力の強化を図る必要があると考えられる。
・瀬戸内海地域の中で調達がない理由としては、「必要な製品がない」、「価格・品質等が合わない」といった理由が多く挙がっている

（注）（ ）の中の数字は、瀬戸内海地域の基礎素材製品における生産額の全国シェアに対して、各集積地の基礎素材製品の調達額に占める瀬戸内海地域の割

合を倍率で示したもの。数値は今後、平成 16 年に延長する予定。

４．まとめ(アウトプットの方向性)
(1) 物流効率化の方策
○国際競争力を高める港湾物流…今後の輸送量拡大を見込むアジア・欧米向け物流への対応（航路拡充、時間短縮、大量輸送等)
○国内物流の効率化を進めるトラック物流…今後の輸送量拡大を見込む大市場向け物流等への対応（コスト削減、環境負荷低減対策等)
○域内経済循環を促進する物流環境整備…各産業集積内の物流環境向上、産業集積間の物流環境向上（瀬戸内海沿岸間、山陰間等)
(2) 経済循環を高める方策
○瀬戸内海地域内で必要とされる部材・部品等に対する産業集積の特性を生かした供給力の強化
○瀬戸内海地域における物流効率化を通じた価格面等での競争優位の確立
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その他(24.7%)

石油･石炭
(19.5%)

輸送用機械
(17.8%)

化学(15.4%)
鉄鋼(13.8%)

食料品(4.8%)

一般機械(4.5%)

その他(24.3%)

0.5兆円

1.2兆円

0.7兆円

瀬戸内海地域の産業集積毎の産業特性

（資料）工業統計調査(平成16年)

構成比５％以上を表示

5.3兆円

3.3兆円

4.5兆円

2.7兆円

2.0兆円
2.4兆円

1.6兆円

北海道･
東北

北米

関東

中部

近畿

九州･
沖縄

アジア

欧州

鳥取
米子･
松江･
出雲

岡山･倉敷

備後
広島周南

松山 今治･東予 高松･坂出

山口･
宇部･
下関

道路が不便

道路が不便
料金高い

料金高い

本四料金高い 本四料金高い 本四料金高い

料金高い料金高い

料金高い

料金高い
高速未整備等

港湾料金高い
時間制限

航路少ない

料金高い

料金高い

料金高い

料金高い

輸送手段・物流上問題の大きい地区・主な問題点・今後の輸送量見通し〔岡山・倉敷地区〕

物流上問題の多い地域

１位

２位

３位

今後の輸送量(増加－減少)

20％以上

10～20％

5～10％

-5～5％

-5％以下

42%

各33%43%50%

42%

各25%
44%

66%72%63%

33%

51%

47%

51%

40%

各33%

40%

(船24%)

(船10%)

（注）主な問題点は第１位を表示

｢料金高い｣は高速道路が対象

は船，飛行機，鉄道の

各シェアが10％以上の場合

(船100%)

(船100%)

(船96%)

0 100 200 300
物流上の問題の大きさ

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

今
後
の
輸
送
見
通
し

岡山倉敷
備後

広島

周南

山口宇部下関

鳥取

米子･松江･出雲

高松坂出

今治東予

松山

北海道東北

関東

中部

近畿

九州沖縄

北米

欧州

アジア

出荷先別にみる物流上の問題の大きさと今後の輸送量

(注)地名は出荷先地域を示す。
横軸の「物流上の問題の大きさ」は回答企業数毎に1位3点、2位2点、3位1点として得点化した合計値
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参考資料

●山陽側 ●山陰側

●四国側

（注）主な問題点は第１位を表示

｢料金高い｣は高速道路が対象

は船，飛行機，鉄道の

各シェアが10％以上の場合

北海道･
東北

北米

関東

中部

近畿

九州･
沖縄

アジア

欧州

鳥取

米子･
松江･
出雲

岡山･倉敷備後広島周南

松山 今治･東予 高松･坂出

山口･宇部･
下関

料金高い

料金高い
本四料金高い

料金高い

高速未整備等

航路少ない，手続きに時間

料金高い
航路少ない

料金高い

料金高い

料金高い

手続きに時間

輸送手段・物流上問題の大きい地区・主な問題点・今後の輸送量見通し
〔山口・宇部・下関地区〕

43%50%59%46%

各31%

各29%

73%67%54%

50%

41%

44%

43%

50%

各40%

各50%

(船88%,航空機12%)

物流上問題の多い地域

１位

２位

３位

今後の輸送量(増加－減少)

20％以上

10～20％

5～10％

-5～5％

-5％以下

料金高い
43%

料金高い 料金高い

(船92%)

ＩＣが遠い

33%

道路が不便
料金高い

本四料金高い本四料金高い

(船78%,航空機22%)

北海道･
東北

北米

関東

中部

近畿

九州･
沖縄

アジア

欧州

鳥取米子･
松江･出雲

岡山･倉敷備後広島周南

松山 今治･東予
高松･坂出

山口･宇部･
下関

道路が不便

料金高い

輸送手段・物流上問題の大きい地区・主な問題点・今後の輸送量見通し
〔米子・松江・出雲地区〕

物流上問題の多い地域

１位

２位

３位

今後の輸送量(増加－減少)

20％以上

10～20％

5～10％

-5～5％

-5％以下

55%67%46%

各33%
33%

各50%
40%

各40%

39%

44%

62%

44%

各50%

各25%

（注）主な問題点は第１位を表示

｢料金高い｣は高速道路が対象

は船，飛行機，鉄道の

各シェアが10％以上の場合

(船100%)

料金高い料金高い

60%

道路が不便

料金高い

料金高い

料金高い

道路が不便
料金高い

道路が不便
料金高い道路が不便

道路が不便
本四料金高い

道路が不便

道路が不便
本四料金高い

道路が不便等

アクセスが不便
航路少ない

アクセスが不便
航路少ない

航路少ない
手続きに時間

各50%

各14%

各44%

(船100%)

（注）主な問題点は第１位を表示

｢料金高い｣は高速道路が対象

は船，飛行機，鉄道の

各シェアが10％以上の場合

北海道･
東北

北米

関東

中部

近畿

九州･
沖縄

アジア

欧州

鳥取

米子･
松江･
出雲

岡山･倉敷備後広島
周南

松山 今治･東予
高松･坂出

山口･宇部･
下関

料金高い
本四料金高い

料金高い

本四料金高い

本四料金高い

アクセスが不便
航路少ない

手続きに時間

本四料金高い

本四料金高い

輸送手段・物流上問題の大きい地区・主な問題点・今後の輸送量見通し〔今治・東予地区〕

54%60%50%各50%

各50%

50%

56%

各40%

67%

43%

36%

42%

36%

各50%

40%

物流上問題の多い地域

１位

２位

３位

各29%

本四料金高い 本四料金高い

料金高い
本四料金高い

料金高い

料金高い

今後の輸送量(増加－減少)

20％以上

10～20％

5～10％

-5～5％

-5％以下

航路少ない

(鉄道19%)

(船 100%)

(船11%) (船12%)

(船100%)

(船93%)

料金高い
本四料金高い

料金高い
本四料金高い

各50%

45%
料金高い

料金高い
本四料金高い

(船16%)
(船20%)

(船21%)
(船17%)

(船11%)

(船17%)

(船13%)

北海道･
東北

北米

関東

中部

近畿

九州･
沖縄

アジア

欧州

鳥取

米子･

松江･
出雲

岡山･倉敷
備後

広島

周南

松山 今治･東予 高松･坂出

山口･

宇部･
下関

道路が不便
料金高い

料金高い

本四料金高い 本四料金高い 本四料金高い

道路が不便

料金高い

道路が不便

高速未整備

手続きに時間

航路少ない

料金高い
料金高い

料金高い

手続きに時間

輸送手段・物流上問題の大きい地区・主な問題点・今後の輸送量見通し〔広島地区〕

47%各30%

36%

各33%

35%

38%

38%

48%53%58%

44%

46%

47%

49%

45%

43%

30%

(船26%,鉄道11%)

（注）主な問題点は第１位を表示

｢料金高い｣は高速道路が対象

は船，飛行機，鉄道の

各シェアが10％以上の場合

物流上問題の多い地域

１位

２位

３位

今後の輸送量(増加－減少)

20％以上

10～20％

5～10％

-5～5％

-5％以下

港湾の時間制限

27%

道路が不便
料金高い 料金高い

(船11%)
(船10%)

(船100%)

(船100%)

(船94%)
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中国圏広域連携データ検討調査

調査機関【受託】：中国地方整備局【島根県中山間地域研究センター 】

３．結果（中間報告）

（１）広域データ調査
人口分布、拠点、交通の各GISデータベースを組み合わせた複合分析により、例えば、以下のような中国地方の

居住・拠点・ネットワーク構造の現状が明らかになった。
①２次・３次の医療機関からの到達時間圏域におけるカバー人口
中国地方においては、３次医療機関から60分到達圏内に全人口の94.4％が、２次医療機関から30分到達圏内に

全人口の92.9％が居住している。（医療機関配置：2007時点、到達時間：2006年時点の道路ネットワークデータに基づく分析結果、居
住人口：2005年国勢調査、集計単位：大字町丁目、３次医療機関：特定機能・第３次救急・地域医療支援病院のいずれかに指定されている病
院、２次医療機関：診療科目が12以上の病院）

②２次・３次の商業施設からの到達時間圏域におけるカバー人口
中国地方においては、３次商業施設から60分到達圏内に全人口の79.5％が、２次医療機関から30分到達圏内に

全人口の95.8％が居住している。（商業施設配置：2007時点、到達時間：2006年時点の道路ネットワークデータに基づく分析結果、居
住人口：2005年国勢調査、３次商業施設：売場面積15,000㎡以上の百貨店・デパート、２次商業施設：売場面積15,000㎡未満の百貨店・デ
パートおよび売場面積3,000㎡以上のスーパーマーケット）

（２）合併自治体調査
①行政・教育・医療・商業等の拠点（１・２次）の配置状況が集約され、医療・商業の１次拠点は、人口1,000人未満
の小学校区においては、すでに存続が困難となっている等の実状が明らかになった。
②医療・商業の１・２次拠点からの到達時間と人口状況（人口増減率、高齢化率）との関係が明らかになり、１・２次
拠点の立地場所から一定の時間内での到達圏域（１次拠点から10分未満、２次拠点から30～40分未満程度）にお
いて、人口減少率と高齢化率が低く定住条件が維持されている傾向が見られる。
③住民アンケート・ヒアリングによる生活行動圏域と移動・施設に対する満足度等の把握
・医療、商業の1次、２次、３次への到達時間分布が明らかになり、例えば、縁辺部では、１次医療で20分弱、２次

医療で30分台半ば、３次医療で50分弱が中央値（累積で5割に達する到達時間）となっている。
・施設への移動に対する満足度は、到達時間が長くなるにつれて低下する傾向と見せているが、施設に対する満

足度は、到達時間との明確な関係は認められない。
④住民アンケート調査に基づくモデル分析
・生活関連サービス評価モデル
例えば、スーパーマーケットを最もよく利用する50～64歳の女性では、「やや満足」から「どちらでもない」との間

の閾値となる到達時間は、他の条件を同一とすれば、「自動車無し層」で23.3分、「自動車あり層」で34.2分となる。
・居住継続意向モデル
居住継続意向について最も強い影響力を有する要因は、「地域への愛着」であり、「仕事の都合」や「閑静な環

境」、「家族の意見」等などが続いている。移動や施設の満足度の影響度は一般的に低く、30～49歳世代では「衣
料量販店への移動満足度」、50～64歳世代では「食料品店への移動満足度」、65歳以上世代では「定期通院の施
設満足度」がそれぞれ有意な説明変数となっているのみである。

（３）広域連携データ出力システム 「バーチャル中国ＧＩＳ（仮称）」の完成
現在の市町村域よりも詳細な大字町丁目単位の国土情報について、中国地方全体を対象として、一覧表示、詳

細カード表示、地図表示により、調査結果を自由に検索・出力できるシステムが完成した。搭載している時間距離
計算機能により、任意の拠点、到達時間を設定してのカバー人口が計算可能である。

１．調査目的

（１）広域データ調査 ＜人口分布、交通ネットワーク、拠点配置の実情把握と課題集約＞

中国地方全域を対象に、人口分布・交通ネットワーク・各分野の主要拠点について、GIS（地理情報システム）を活
用したデータベースを構築し、中山間地域と地方都市ならびに中核・中枢都市における各分野の広域拠点へのア
クセス水準について、実際の到達時間圏域や対応するカバー人口により具体的な把握を行う。そして、中国圏の特
性を活かした持続可能な居住・拠点・ネットワーク構造の戦略的な構築に向けて、継続的な課題分析、計画支援、
政策評価が可能な広範な国土情報の基本データ基盤の形成を図る。

（２）合併自治体調査 ＜各分野拠点の配置と機能分担ならびに住民行動・意識分析＞

中山間地域町村と地方都市により広域合併した地域等を対象として、行政・教育・医療・福祉・商業等の各分野

拠点の配置状況について、一次的な生活圏と二次的な生活圏を中心に、より詳細な到達時間圏域や対応するカ
バー人口の分析を進める。また、合併自治体の中心部、縁辺部、中間部で、住民アンケート（ヒアリング）調査を行
い、日常的な生活行動範囲と関連した移動や施設に関する満足度等を把握する。

２．調査方法

（１）広域データ調査
中国地方全域にわたり、以下の３つのGISデータベースを構築し、一定の到達時間圏域におけるカバー人口等の

分析を行い、拠点・ネットワーク構造のパフォーマンスの可視化を行った。
①人口分布GISデータベース：大字町丁目単位の人口・世帯・年齢構成・増減率および将来人口予測等（2000・
2005年国勢調査）
②拠点GISデータベース：行政機関、教育機関、医療機関、商業施設、文化機関、観光地、事業所統計（一部、２
次的な高次拠点のみ）
③交通GISデータベース：道路、鉄道および鉄道駅、バス路線（高速バス）、航路、空港、主要港湾
④複合GIS分析：以上の①②③のGISデータベースを統合し、例えば、中国地方各地の２・３次医療機関からの30
分、60分等の一定の到達時間内におけるカバー領域とその地域内の人口や年齢構成を集約するといった複合分
析を実施した。

（２）合併自治体調査
５県８つのモデル合併市町村において、以下の３項目を中心に、１・２次生活圏における拠点・ネットワーク構造の

可視化を行うと共に、住民アンケート・ヒアリング調査により、医療や商業拠点への移動等の生活行動を探った。
①行政・教育・医療・商業等の拠点（１・２次）の配置状況の詳細把握
②医療・商業の１・２次拠点からの到達時間と人口状況（人口増減率、高齢化率）
③住民アンケート・ヒアリングによる生活行動圏域と課題意識の把握
・対象者：８つのモデル市町村の中心部、中間部、縁辺部に居住する住民
・1次、２次、３次の医療・商業拠点への到達時間、訪問頻度、移動や施設への満足度
・移動不便と感じる分野、定住意志、自家用車家族構成、の有無等
・モデルオーダードプロビットモデルを適用した生活関連サービス評価、居住継続意向に関する分析
（広島大学大学院工学研究科・塚井誠人準教授）

＜対象市町村＞
鳥取県：鳥取市、島根県：出雲市、岡山県：総社市、広島県：三次市、尾道市、安芸太田町、山口県：萩市

４．まとめ（アウトプットの方向性）

○人口分布・拠点・ネットワーク構造全体に対する政策立案・評価体系の整備
中国地方全域にわたって、人口の分布や増減に応じて、現在の拠点・ネットワーク構造が到達時間やカバー人

口率等の指標においてどの程度のパフォーマンスを有しているか、地図表示による分析に基づいて政策を定量的
に立案・評価する体系の基盤が整った。また、任意の都市圏において拠点の機能レベル、アクセス時間、対応する
人口集積を組み合わせて、地域住民の総合的なアクセス水準向上を計画することにも対応できる。今回の成果は、
人口分布の変化に応じた１次・２次・３次機能に対するバランスのとれた到達利便性確保の重要性を示しており、今
後の拠点・ネットワーク構造の進化を誘導するデータ基盤として期待される。

○今後の継続的なモニタリングシステムとしての発展
このような国土情報に関する詳細なデータ基盤整備を基に、今後、国土形成計画およびその広域地方計画の進

行を継続的にモニタリングするシステムとして、さらなる充実と活用を図ることが望まれる。
具体的には、国・県・市町村・大学等の研究機関が連携して、継続的なデータの更新と充実ならびに活用手法の

開発を継続することが望まれる。また、各年のデータ更新を継続すると共に、少なくとも国勢調査等の主要統計調
査が実施される５年ごとに中国地方全体における拠点・ネットワーク構造について総合的なパフォーマンス評価を
実施することにより、長期的な中国地方の地域設計への貢献が期待される。そして、このような継続的な事業実施
を担う広域連携の組織づくりが重要と考えられる。
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１．中国地方における2000～2005年における人口増減分布

分析非対象地域
（解消見込み）

２．中国地方全域における道路ネットワークデータ整備状況

３．中国地方の都市圏と２次・３次医療拠点の分布、アクセス状況 ４．農林統計データの整備例
（昭和の旧村単位の林野率比較）
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●人口1,000人以上の

小学校区において
1次的な生活拠点が

揃って配置されている

５．三次市における各種生活拠点の分布と小学校区との関係 ６．三次市における医療機関の分布と到達圏のカバー状況、人口

●２次医療３０分圏内は89％、１次医療10分圏内は96％の住民が居住している。

2005年国勢調査データによる集計

96%

4%

10分到達圏の人口

10分内

10分外

89%

11%

30分到達圏の人口

30分内

30分外

1.2

0.3

6.3

0.0

3.5

0.5

10.7

2.0

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

鳥取市

出雲市

総社市

尾道市

三次市

安芸高田市

安芸太田町

萩市

８市町全体

２次医療：２９分以内；１次医療：９分以内 ２次医療：２９分以内；１次医療：１０分以上 ２次医療：３０分以上；１次医療：９分以内 ２次医療：３０分以上；１次医療：１０分以上

高齢化率と2次医療機関までの到達時間

0.0
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30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0
１０分未満 ２０分未満 ３０分未満 ４０分未満 それ以上
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鳥取市

出雲市

総社市

尾道市

三次市

安芸高田市

安芸太田市

萩市

全体

人口増減率と2次医療機関までの到達時間

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0
１０分未満 ２０分未満 ３０分未満 ４０分未満 それ以上

時間

鳥取市

出雲市

総社市

尾道市

三次市

安芸高田市

安芸太田市

萩市

全体

７
．
モ
デ
ル
市
町
に
お
け
る
医
療
機
関
到
達
時
間
と
人
口
動
態

高齢化率 ４分以内 ９分以内 １４分以内 １９分以内 ２４分以内 ２５分以上

９分以内 21.8 26.0
１９分以内 26.4 30.7 34.4 38.4
２９分以内 24.3 31.4 35.8 34.4 37.2
３９分以内 36.9 34.4 34.4 39.9
４９分以内 38.8 40.8 31.7 31.5 60.0 37.7
５９分以内 46.6 39.4 49.0 47.6 52.4
６０分以上 37.0 41.8 47.6 92.9

35％以上 40％以上

人口増減率 ４分以内 ９分以内 １４分以内 １９分以内 ２４分以内 ２５分以上

９分以内 0.4 -3.4
１９分以内 -1.3 -5.3 -7.1 -10.9
２９分以内 -1.5 -6.0 -7.8 -8.0 -2.7
３９分以内 -6.4 -7.2 -8.4 -4.6
４９分以内 -8.6 -10.7 -10.3 -7.7 -11.4 -9.2
５９分以内 -11.1 -9.1 -12.2 -13.2 -19.2
６０分以上 -12.7 -10.3 -12.9 -22.2

－5％以下 －10％以下

１次医療機関への到達時間

２次
医療
機関
への
到達
時間

２次
医療
機関
への
到達
時間

１次医療機関への到達時間

８．モデル市町における１次・２次医療機関への到達時間と人口動態
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医療機関　施設までのアクセス時間の累積分布（全体）
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50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 160 170 180 190 200 210 220 230 240 250 260 270

所要時間（分）

日常医療 定期通院

専門医療 高度入院
日常医療 n=2109 定期通院 n=1768 専門医療 n=1953 高度入院 n=1470

９．アンケート調査成果例：医療機関へのアクセス時間の累積分布

●生活関連サービス評価モデルに基づく所要時間の閾値の計算結果

年齢と性別を条件に、最も利用頻度の高い住民層を求め、その個人属性の移動時間の閾値（＝「や
や満足」と「どちらでもない」の間の閾値）を算出した。

＜分析：広島大学大学院工学研究科・塚井誠人准教授＞

①評価関数の設定条件 項目 食料品店 スーパー 日常医療 専門医療
条件設定項目 年齢 50～64歳 50～64歳 65歳以上 65歳以上
条件設定項目 性別 女性 女性 女性 男性

条件設定項目別平均値 利用頻度（月） 6．54回 10．73回 2．03回 1．09回
条件設定項目別平均値 居住年数 36．5年 36．5年 46．3年 47．3回

条件設定項目別最多属性 世帯主 世帯主でない 世帯主でない 世帯主でない 世帯主
条件設定項目別最多属性 職業 有職 有職 無職 無職

食料品店 スーパー 日常医療 専門医療
自動車あり 31．3分 34．2分 41．0分 49．8分
自動車なし 30．8分 23．3分 31．2分 36．2分

＊いずれも自動車による最短経路時の所要時間

②利用頻度の高い住民層における所要時間の満足度閾値

１０．モデル分析成果例

アンケート結果から対象とする医療・商業機関ご
とに最も利用頻度の高い住民層を集約できる。
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